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令和 2年 8月 18 日

国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

熱蛍光線量計の生産終了に伴う代替品への更新について 

1. はじめに

高速増殖原型炉もんじゅでは、周辺監視区域内及び周辺監視区域境界の放射線

量測定に熱蛍光線量計を使用しているが、2019年9月末日をもって生産終了となっ

たことから、令和3年度以降、ガラス線量計等の代替品に更新する予定である。更

新に際し、許認可上の手続きについて確認する。 

2. 許認可上の記載

現在の許認可の記載内容は以下の通りであることを確認した。

(1) 原子炉設置許可申請書（平成29年12月25日届出）

本文においては、添付-1.1に示すとおり、本文五「原子炉及びその附属施

設の位置，構造及び設備」の「チ．放射線管理施設の構造及び設備」には放

射線管理施設に係る各種設備の記載はあるものの、測定装置の種類を規定す

る記載はない。また、本文九「発電用原子炉施設における放射線の管理に関

する事項」において、放射線の管理方法等を記載しているが、同様に測定装

置の種類を規定する記載はない。 

添付資料においては、添付-1.2に示すとおり、添付書類八「原子炉施設の

安全設計に関する説明書」及び添付書類九「核燃料物質等による放射線の被

ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に関する説明書」に、周辺監視区域内の外

部放射線に係る線量当量、周辺監視区域境界付近における空間放射線量を熱

蛍光線量計により測定する旨を記載している。 

(2) 工事計画認可申請書

工事計画認可においては、添付-2.1に示すとおり、研究開発段階発電用原

子炉の設置、運転等に関する規則別表１（第八条、第十一条、第十七条関係）

に示される放射線管理施設は、プロセスモニタリング設備、エリアモニタリ

ング設備、固定式周辺モニタリング設備又は移動式周辺モニタリング設備で

あり、熱蛍光線量計は工事計画認可の対象ではない。そのため、添付-2.2に

示すとおり、既認可の工事計画(平成25年7月25日認可)においても、熱蛍光線

量計は認可範囲に含まれない。

(3) 廃止措置計画認可申請書（令和2年6月9日届出）

廃止措置計画においては、添付-3に示すとおり、本文六「性能維持施設」、

添付書類三「廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書」等に線量

当量率の測定等に関する記載や放射線管理施設に係る各種設備の記載はある

ものの、測定装置の種類を規定する記載はない。また、ガラス線量計等代替
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品への更新によって、第６－１表「性能維持施設」に示される位置、構造及

び設備、維持機能、性能等に変更はない。なお、性能における「既許認可ど

おり」とは、原子炉設置許可申請書等の要求に基づき放射線監視が行えるこ

とである。 

 

(4) 原子炉施設保安規定（令和2年5月29日認可） 

原子炉施設保安規定においては、添付-4に示すとおり、第７章「放射線管

理」、第８章「保守管理」において、線量当量率等の測定項目、放射線計測

器類の管理方法や放射線計測器類として積算型線量計測定装置の記載はある

ものの、測定装置の種類を規定する記載はない。また、別表１０３「維持す

べき原子炉施設」の機器名称に積算型線量計測定装置の記載はあるものの、

同様に測定装置の種類の規定はなく、ガラス線量計等代替品への更新によっ

て維持機能等の変更もない。 

 

 

3. 結論 

熱蛍光線量計を代替品に更新しても、以下のとおり既許認可に影響のないこ

とを確認しており、廃止措置計画等の変更の対象に当たらないと考える。 

(1) 廃止措置計画認可申請書 

 原子炉設置許可申請書本文に測定装置の種類を規定する記載はなく、工事

計画認可の対象でもないため、熱蛍光線量計を代替品に更新しても廃止措

置計画認可申請書第６－１表において既許認可どおりとした性能等に影響

はない。 

 廃止措置計画認可申請書本文六「性能維持施設」、添付書類三「廃止措置

に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書」等にも測定装置の種類を規定

する記載はなく、同様に影響はない。 

(2) 保安規定 

 原子炉施設保安規定第７章「放射線管理」、第８章「保守管理」及び別表

１０３「維持すべき原子炉施設」においても測定装置の種類は規定してお

らず、同様に影響はない。 

 

代替品への更新後は、第６－１表に示す性能を満足していることを定期事業

者検査にて確認した後、使用を開始する。 

なお今後、性能維持施設に対する工事等を行っても、既許認可の維持機能及

び性能に変更はなく、施設の改造又は設置に該当しない場合は、同様に廃止措

置計画等の変更の対象に当たらないと考えている。 

 

以上 
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参考  

１．「ガラス線量計（カタログより抜粋）」 

 
 

２．「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅの廃止

措置計画の認可の審査に関する考え方」の第4の2 抜粋 

「廃止措置を実施する上で施設の改造又は設置（以下「改造等」という。）

が必要となった場合は、①設置の変更の許可の申請及び工事計画の変更の認可

の申請において必要とされる事項と同様の事項が廃止措置計画に定められ、②

その内容が発電用原子炉施設の現況や研開炉技術基準規則等に照らして適切

と認められるのであれば、認可を受けた廃止措置計画に定めるところにより当

該改造等を行うことを認める。」 
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 圧縮可能な雑固体廃棄物はベイラにて圧縮処理し，ドラム詰にする。使用済

活性炭はドラム詰とし，使用済排気用フィルタ類は梱包する。発生した固体廃

棄物は敷地内に所定のしゃへい設計を行った固体廃棄物貯蔵庫に保管する。ま

た，使用済制御棒集合体等は水中燃料貯蔵設備及び固体廃棄物貯蔵プールに貯

蔵する。 

 なお，海洋投棄など最終的に処分する場合には関係官庁の承認を受ける。 

ｂ．主要な機器 

粒状廃樹脂タンク 

基 数 2 

容 量 約 20ｍ3 

粉末廃樹脂タンク 

基 数 1 

容 量 約 10ｍ3 

廃液濃縮液タンク 

基 数 2 

容 量 約  5ｍ3 

プラスチック固化装置 

基 数 1 

ベイラ 

基 数 1 

固体廃棄物貯蔵庫 

構  造 鉄筋コンクリート造 

のべ面積 約 6,000ｍ2

固体廃棄物貯蔵プール 

基 数 1 

構 造 鉄筋コンクリートステンレス鋼ライニング 

容 量 幅約 6ｍ×長さ約 12ｍ×高さ約 21ｍ 

(2) 廃棄物の処理能力

固体廃棄物貯蔵庫は発生する固体廃棄物の約 15 年分を貯蔵保管する能力があ

る。 

なお，必要がある場合には増設を考慮する。 
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チ．放射線管理施設の構造及び設備

発電所周辺の一般公衆及び発電所従業員の安全管理を確実に行うための放射線管理

施設を次のように設ける。

(イ) 屋内管理用の主要な設備の種類

(1) 放射線監視設備

エリアモニタリング設備及びプロセスモニタリング設備 一式 

放射線サーベイ設備 一式 

(2) 放射線管理関係設備

従業員の被ばく管理，従業員及び一般人の出入管理，汚染の管理，放射線分析

業務等を行うため，出入管理設備，汚染管理設備，試料分析関係設備，個人管理

関係設備を設ける。 

(ロ) 屋外管理用の主要な設備の種類

排気筒モニタ 一式 

排水モニタ 一式 

気象観測設備 一式 

固定モニタリング設備 一式 

モニタリングカー 一式 

環境放射能測定装置 一式 

リ．原子炉格納施設の構造及び設備

(イ) 構  造

原子炉格納施設は，原子炉格納容器，外部しゃへい建物等から構成し，その基礎

は直接岩盤で支持する。原子炉格納容器と外部しゃへい建物との間は密閉構造のア

ニュラス部を構成する。通常，格納容器内の人の立入る部屋は空気雰囲気とし，運

転床下の放射性ナトリウムを含む機器配管の置かれている部屋は，鋼製のライナを

設け低酸素濃度の窒素雰囲気に維持する。 

(1) 原子炉格納容器

型  式 上部及び下部に鏡板を有する円筒形鋼製容器 

本体材料 圧力容器用炭素鋼鋼板 3 種 

寸法 内 径 約 49.5ｍ 

全 高 約  79ｍ 

主要貫通部 機器搬入口，エアロック，配管貫通部，ダク

添付資料－１
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等を定める告示」という。）に定められた値を超えるか又はそのおそれのある区域

は全て管理区域とする。 

実際には，部屋，建物その他の施設の配置及び管理上の便宜をも考慮して原子炉

格納施設の全域，原子炉補助建物のほぼ半分の領域，メンテナンス・廃棄物処理建

物及び固体廃棄物貯蔵庫を管理区域とする。 

なお，管理区域外において一時的に上記管理区域に係る値を超えるか又は超える

おそれのある区域が生じた場合は，一時管理区域とする。 

(2) 周辺監視区域

外部放射線に係る線量，空気中若しくは水中の放射性物質の濃度が，「線量限度

等を定める告示」に定められた値を超えるおそれのある区域を周辺監視区域とする。 

実際には管理上の便宜も考慮して周辺監視区域を設定する。 

(ハ) 管理区域内の管理

(1) 管理区域については，「研究開発段階発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」

に基づき，次の措置を講じる。 

ａ．壁，柵等の区画物によって区画するほか，標識を設けることによって明らかに

他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じて人の立入制限，鍵の

管理等の措置を講じる。 

ｂ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁止する。 

ｃ．床，壁，その他人の触れるおそれのある物であって放射性物質によって汚染さ

れたものの表面の放射性物質の密度が「線量限度等を定める告示」に定める表面

密度限度を超えないようにする。 

ｄ．管理区域から人が退去し又は物品を持ち出そうとする場合には，その者の身体

及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持ち出そうとする物品（その

物品を容器に入れ又は包装した場合には，その容器又は包装）の表面の放射性物

質の密度がイ．(ハ)(1)ｃ．の表面密度限度の十分の一を超えないようにする。 

(2) 管理区域内は，場所により外部放射線に係る線量当量率，放射線業務従事者等

の立入頻度等に差異があるため，これらのことを考慮して以下に述べるように適切

な管理を行う。 

ａ．放射線業務従事者等を外部被ばくから防護するため，遮蔽を維持管理する。 

ｂ．放射線業務従事者等を放射性物質での汚染による被ばくから防護するため，換

ー添付1.1-2ー
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気空調設備を維持管理する。 

ｃ．管理区域は，外部放射線に係る線量に起因する管理区域と空気中の放射性物質

の濃度又は床等の表面の放射性物質の密度に起因する管理区域とに区分し，段階

的な出入管理を行うことによって管理区域へ立ち入る者の被ばく管理等が容易

かつ確実に行えるようにする。 

ｄ．放射線業務従事者等の線量の管理が，容易かつ確実に行えるようにするため，

プロセスモニタリング設備，エリアモニタリング設備，放射線サーベイ設備等に

より，管理区域の放射線レベル等の状況を把握する。 

(ニ) 周辺監視区域内の管理

周辺監視区域については，「研究開発段階発電用原子炉の設置，運転等に関する規

則」に基づき，人の居住を禁止し，境界に柵又は標識を設ける等の方法によって周辺

監視区域に業務上立ち入る者以外の者の立入りを制限する。 

周辺監視区域の外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度及び表面の放射

性物質の密度は，「線量限度等を定める告示」に定める値以下に保つ。 

具体的には，管理区域内に遮蔽設備を設けること等により，管理区域の外側におけ

る外部放射線に係る線量が，3月間について 1.3mSvを超えないように管理する。 

また，空気中及び水中の放射性物質については，管理区域との境界を壁等によって

区画するとともに，管理区域内の放射性物質の濃度の高い空気及び水が，容易に流出

することのないよう，換気系統及び排水系統を管理する。 

表面の放射性物質の密度については，人及び物品の出入管理を十分に行う。 

(ホ) 個人被ばく管理

放射線業務従事者の個人被ばく管理は，線量を測定評価するとともに，定期的及び

必要に応じて健康診断を実施し，身体的状態を把握することによって行う。 

なお，一時立入者については，外部被ばくによる線量の評価を行うほか，必要に応

じて内部被ばくによる線量の評価を行う。 

(ヘ) 放射性廃棄物の放出管理

気体及び液体廃棄物の放出に当たっては，周辺監視区域外の空気中及び水中の放射

性物質の濃度が，「線量限度等を定める告示」に定める値を超えないように厳重な管

理を行う。 

さらに，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」を参考に発電
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所から放出される放射性物質について放出管理目標値を定め，「発電用軽水型原子炉

施設における放出放射性物質の測定に関する指針」を参考に測定を行い，これを超え

ないように努める。 

(1) 気体廃棄物

通常運転時に気体廃棄物を放出する場合は，排気中の放射性物質の濃度を排気筒

モニタによって常に監視する。

(2) 液体廃棄物

通常運転時に液体廃棄物を放出する場合には，あらかじめタンクにおいてサンプ

リングし，放射性物質の濃度を測定する。

また，放出される液体中の放射性物質の濃度は，排水モニタによって常に監視す

る。 

(ト) 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視

前項で述べたように，放射性廃棄物の放出に当たっては，厳重な管理を行うが，異

常がないことを確認するため，周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視を行う。 

(1) 空間放射線量等の監視

空間放射線量及び空間放射線量率について，測定頻度及び測定点を定めて監視を

行う。 

なお，モニタリングポストにより測定した空間放射線量率は，中央制御室で監視

する。 

(2) 環境試料の放射能監視

周辺環境試料について，種類，頻度，測定核種を定めて放射能監視を行う。

(3) 異常時における測定

放射性廃棄物の放出は，排気筒モニタ，排水モニタ等により，常に監視し，異常

な放出がないように十分管理を行う。 

万一異常放出があった場合は，モニタリングポストにより測定するほか，機動性

のあるモニタリングカーにより，緊急時対策所又は中央制御室と連絡をとりつつ敷

地周辺の空間放射線量率及び放射性物質の濃度を測定し，その範囲，程度等の推定

を敏速かつ確実に行う。 
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2.6 周辺監視区域内の管理 

周辺監視区域は，「核燃料物質の加工の事業に関する規則等の規定に基づき，線量限度等を定

める告示」（第２条）に定める外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度及び表面の放

射性物質の密度以下に保つ。 

具体的には，外部放射線に係る線量については，管理区域の外部において 1.3mSv／3月間を超

えないように管理する。 

また，空気中及び水中の放射性物質については，管理区域との境界を壁等によって区画すると

ともに，管理区域内の放射性物質の濃度の高い空気や水が，容易に流出することのないよう，換

気系統及び排水系統を設計し，管理する。 

表面の放射性物質の密度については，「2.3 作業管理」に示すように，人及び物品の出入管理

を十分に行う。 

なお，これらの基準を満足していることを確認するために，管理区域外において定期的及び必

要に応じて外部放射線に係る線量当量等の測定を第 2.6－1表に示すように行う。 

周辺監視区域外においては，「核燃料物質の加工の事業に関する規則等の規定に基づき，線量

限度等を定める告示」（第３条及び第９条）に定める線量限度及び濃度限度以下に管理するが，

その方法については「2.7 放射性廃棄物の放出管理」で述べる。 

また，その監視については，「3．周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視」で述べる。 
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第 2.6－1表  周辺監視区域内における外部放射線に係る 

線量当量等の測定内容 

項          目 頻     度 

外部放射線に係る線量当量   （熱螢光線量計） 

外部放射線量に係る線量当量率（サーベイメータ） 

1回／3か月 

1回／月 
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3. 周辺監視区域境界及び周辺地域の放射線監視

「2.7 放射性廃棄物の放出管理」に述べたように，気体及び液体廃棄物の放出に当たっては，

厳重な管理を行うが，さらに，異常がないことを確認するため，周辺監視区域境界及び周辺地域

の放射線監視を以下のように行う。 

3.1 空間放射線量等の監視 

周辺監視区域境界及び周辺地域の空間放射線量等の監視は，長期間の空間放射線量の測定及び

空間放射線量率の測定により行う。 

空間放射線量は，熱螢光線量計を配置し，これを定期的に回収して線量を読み取ることにより

測定する。 

空間放射線量率は，周辺監視区域境界付近に設置するモニタリングポストにより測定する。 

空間放射線量等の監視用設備の種類，測定頻度等を第 3.1－1表に示す。 

またこれを補うものとして，放射能測定器類を搭載したモニタリングカーによる発電所周辺の

空間放射線量率の測定を定期的並びに必要のつど行う。 

3.2 環境試料の放射能監視 

周辺環境の放射性物質の濃度の長期的傾向を把握するため，次のように環境試料の測定を行う。 

環境試料の種類 ： 陸    水，        陸    土，         空気中粒子 

海    水，        陸上生物 

海 底 土，       海洋生物 

頻          度 ： 原則として年２回とし，必要に応じて増加する。 

測 定 核 種 ： 核分裂生成物及び腐食生成物のうち，主要な核種について行う。 

放射能測定に使    

用する測定器  

化学分析装置 

： 環境放射能測定装置 
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第 3.1－1表 空間放射線量等の監視用設備 

設備の種類 測定対象 測定頻度 検出器の種類 備  考 

モニタリングポイント 空間放射線量 ３ヵ月毎に 

読取り 
熱螢光線量計 

モニタリングポスト 空間放射線量率 常 時 
シンチレータ

電  離  箱 

空間放射線量率

については中央

制御室で常時監

視する。 
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添付資料−２.１

研究開発段階発電⽤原⼦炉の設置、運転等に関する規則（施⾏⽇：令和⼆年四⽉⼀⽇）

第⼋条 法第四⼗三条の三の九第⼀項の原⼦⼒規制委員会規則で定める⼯事は、次に掲げる
もの以外のものとする。

⼀ 別表第⼀の上欄に掲げる⼯事の種類に応じて、それぞれ同表の中欄に掲げる⼯事
⼆ 急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する法律（昭和四⼗四年法律第五⼗七号）第三

条第⼀項の規定により指定された急傾斜地崩壊危険区域（以下「急傾斜地崩壊危険区域」
という。）内において⾏う同法第七条第⼀項各号に掲げる⾏為（当該急傾斜地崩壊危険
区域の指定の際既に着⼿しているもの及び急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する
法律施⾏令（昭和四⼗四年政令第⼆百六号）第⼆条第⼀号から第⼋号までに掲げるもの
を除く。）に係る⼯事（前号に掲げるものを除く。以下「制限⼯事」という。）

２ 法第四⼗三条の三の九第⼆項ただし書の原⼦⼒規制委員会規則で定める軽微な変更は、
別表第⼀の中欄若しくは下欄に掲げる変更の⼯事若しくは急傾斜地崩壊危険区域内にお
いて⾏う制限⼯事を伴う変更⼜は設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステムの変更
を伴う変更以外の変更とする。

３ 法第四⼗三条の三の九第六項ただし書の原⼦⼒規制委員会規則で定める場合は、次条第
⼀項第⼆号の⼯事計画に記載された事項の変更を伴う場合以外の場合とする。

（設計及び⼯事の計画の届出を要する⼯事等）
第⼗⼀条 法第四⼗三条の三の⼗第⼀項の原⼦⼒規制委員会規則で定める⼯事は、別表第⼀

の上欄に掲げる⼯事の種類に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げるもの（発電⽤原⼦炉施設
の⼀部が滅失し、若しくは損壊した場合⼜は災害その他⾮常の場合において、やむを得な
い⼀時的な⼯事としてするものを除く。）とする。

２ 法第四⼗三条の三の⼗第⼀項の原⼦⼒規制委員会規則で定める軽微な変更は、別表第⼀
の下欄に掲げる変更の⼯事を伴う変更⼜は設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステ
ムの変更を伴う変更以外の変更とする。

（使⽤前確認を要しない場合）
第⼗七条 法第四⼗三条の三の⼗⼀第三項ただし書の原⼦⼒規制委員会規則で定める場合

は、次のとおりとする。ただし、廃⽌措置対象施設については、第五号から第七号までに
掲げる場合とする。

（以下、省略）
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別表第⼀（第⼋条、第⼗⼀条、第⼗七条関係）（放射線管理施設抜粋） 
⼯事の種類 認可を要するもの 事前届出を要するもの 
⼆ 変更の⼯事   
（⼆） 発電⽤原⼦

炉 の 基 数 の 増 加
の ⼯ 事 以 外 の 変
更 の ⼯ 事 で あ っ
て、次の発電⽤原
⼦ 炉 施 設 に 係 る
もの 

  

６ 放射線管理施設 １ 改造であって、次に掲げるもの 
（１）プロセスモニタリング設備
（⾮常⽤のものに限る。）に係るも
の 
（２）エリアモニタリング設備（⾮
常⽤のものに限る。）に係るもの 
（３）換気設備（⾮常⽤のものに限
る。）に係るもの 
２ ナトリウム冷却型発電⽤原⼦
炉施設に係るものの改造であって、
次に掲げるもの 
（１）⽣体遮蔽装置（中央制御室遮
蔽⼜は外部遮蔽⼜は緊急時制御室
及び緊急時対策所において従事者
等の放射線防護を⽬的として設置
するものに限る。）に係るもの 
３ 放射線管理施設の基本設計⽅
針、適⽤基準⼜は適⽤規格の変更を
伴うもの 
４ 放射線管理施設に係る⼯事の
⽅法の変更を伴うもの 

１ 改造（中欄に掲げるものを
除く。）であって、プロセスモニ
タリング設備、エリアモニタリ
ング設備、固定式周辺モニタリ
ング設備⼜は移動式周辺モニタ
リング設備に係るもの 
２ 修理であって、換気設備（⾮
常⽤のものに限る。）に係るもの
の性能⼜は強度に影響を及ぼす
もの 
３ ナトリウム冷却型発電⽤原
⼦炉施設に係るものの改造であ
って、⽣体遮蔽装置に係るもの 
４ ナトリウム冷却型発電⽤原
⼦炉施設に係るものの修理であ
って、⽣体遮蔽装置（中央制御室
遮蔽、外部遮蔽⼜は緊急時制御
室及び緊急時対策所において従
事者等の放射線防護を⽬的とし
て設置するものに限る。）に係る
ものの性能⼜は強度に影響を及
ぼすもの 
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工認申請(第 5回申請)工事計画書 

第 6回変更申請(認可:H:2.4.3) 

第 27 回変更届(届出：H28.4.25) 

 

５．放射線管理設備 

（2）エリアモニタリング設備 

・常設 
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工認申請(第 5回申請)工事計画書 

第 6回変更申請(認可:H:2.4.3) 

第 27 回変更届(届出：H28.4.25) 

 

５．放射線管理設備 

 

※研究開発段階発電用原子炉の設置、運転等に関する規則 別表２のエリアモニタリング設備の区分に対応する項目

を下記に示す。（ ）は個数の内訳を示す。 

イ 中央制御室の線量当量率を計測する装置 

ロ 緊急時制御室の線量当量率を計測する装置 

ハ 緊急時対策所の線量当量率を計測する装置 

ニ 原子炉格納容器本体内の線量当量率を計測する装置 

ホ 使用済燃料貯蔵槽エリアの線量当量率を計測する装置 

へ 放射性物質により汚染するおそれがある管理区域内の人の放射線防護を目的として線量当量率を計測する装置 
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工認申請(第 5回申請)工事計画書 

第 6回変更申請(認可:H:2.4.3) 

 

５．放射線管理設備 

 

工認申請(第 5回申請)工事計画書 

第 6回変更申請(認可:H:2.4.3) 

第 9 回軽微変更届(認可 H16.11.24) 

第 26 回変更申請(認可 H25.7.5) 

（4）移動式モニタリング設備 

 

44 

ー添付2.2-18ー



ー添付3-1ー

HASEGAWA
テキストボックス
添付資料－３　廃止措置計画認可申請書（抜粋）



ー添付3-2ー

HASEGAWA
長方形



ー添付3-3ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
長方形



ー添付3-4ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
テキストボックス
添付書類三　廃止措置に伴う放射線被ばくの管理に関する説明書 



ー添付3-5ー



ー添付3-6ー

HASEGAWA
長方形



ー添付3-7ー

HASEGAWA
長方形



ー添付3-8ー

HASEGAWA
長方形



ー添付3-9ー



ー添付4-1ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
テキストボックス
添付資料－４　原子炉施設保安規定（抜粋）



ー添付4-2ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
線

HASEGAWA
線

HASEGAWA
線



ー添付4-3ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
線

HASEGAWA
線



ー添付4-4ー

HASEGAWA
長方形



ー添付4-5ー

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
線

HASEGAWA
長方形

HASEGAWA
線




